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ココロロナナ禍禍のの米米国国ににおおけけるる

有有機機青青果果物物のの生生産産・・販販売売をを巡巡るる動動向向

欧欧米米のの青青果果物物関関係係事事業業者者のの動動きき
（（ 年年９９月月））

 

１．有機リンゴ新年に向けて強い

需要 Ｔｈｅ Ｐａｃｋｅｒ（２０２２年１月

２日） 

有機リンゴの供給は現在引き締ま

っており、２０２１-２２年出荷シーズ

ンにはより引き締まってくる。 

米国農務省の調査によると、   

２０２１年１２月２５日時点の米国の

卸売市場における有機リンゴの平

均価格は、１箱（約１8ｋｇ）あたり  

５６.２６米ドル（以下単に「ドル」とす

る）であり、同日における慣行栽培

のリンゴ（以下「慣行リンゴ」という）

の平均価格３９ .８３ドル/箱より   

４１％高かった。同省によれば、ワ

シントン州産のサイズ７２＊の有機リ

ンゴ（ガラ）が１２月２９日に１箱あた

り３４ドルから３６ドルで取引された。 
＊ワシントン州の定めたリンゴの大きさ

の規格で、サイズ７２とは４０ポンド（約 

１8ｋｇ）の段ボール箱に７２個が入る程

度の大きさのリンゴ（直径８６.３ｍｍ）を

示す。 

同じく同省によると、１２月２５日時

点の有機リンゴの全国平均の出荷

価格は２９.６５ドル/箱で、慣行リン

ゴの平均出荷価格２８.９６ドル/箱

よりも３％高とわずかに高かった。 

米国の有機リンゴの販売促進小

売価格の平均は、１２月初旬に１ポ

ンド（０．４５ｋｇ）当たり１.８１ドルとな

り、前年１２月初旬の１ポンド当たり

１.６１ドルから上昇した。 

ワシントン州ヤキマ市を拠点とす

るセージ・フルーツ社の販売・営業

担当社長であるチャック・シンクス

氏は「慣行リンゴと同様に、有機リ

ンゴの生産量も落ちている。そのた

め、すべての品種において値付け

が強気になってきている。現在、販

売しているリンゴの約１５％が有機で

あり、その数字は年々増加してい

る」と述べた。 

シンクス氏によれば、時間が経過

し有機リンゴの在庫が減少するにつ

れて、国内の有機リンゴの価格は今

後数ヶ月でより高くなる可能性があ

る。 

業界のリーダーらは１１月に、ワシ

ントン州全体のリンゴ出荷量を１億

１,８００万箱と予測し、そのうち有機

リンゴの出荷量を１,５００万箱以上と

見込んだ。 

農務省によれば、収穫シーズン最

初から１２月２５日時点までの同州の

有機リンゴの国内トラック輸送量は

総計約５５０万箱であり、前年の同じ

時期とほぼ同じ量であった。  

同様に慣行リンゴの国内トラック輸

送量は２,４４０万箱であり、これに対

して前年の同時期の輸送量は   

２,５００万箱であった。 

ワシントン州ウェナチー市に拠点

を置くステミルト・グローワーズ社の

ブリアナ・シェールズ営業部長は、

同社のリンゴ出荷量の約３０％を有

機リンゴが占めていると語った。 

同氏は、「我々は消費者が求めて

いる品種や味のリンゴを栽培するこ

とに焦点を当ててきたので、品種構

成は有機リンゴの販売を促進するの

に適している。有機農産物は、生産

現場及びスーパーマーケット販売

全般において急速に成長しており、

またリンゴは周年供給される点で特

徴的な農産物の 1 つである。これま

でのところ今シーズンの有機リンゴ

の出荷は安定しており、冬の終わり
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から春の販売に向けて勢いが付いている。有機のハ

ニークリスプは、有機リンゴの販売をリードし続けてお

り、年明けに販売促進を行う余地がある」と述べた。 

ワシントン州ブリュースター市に拠点を置くハニー

ベア・マーケティング社で営業担当副社長を務める

ドン・ローパー氏によれば、有機リンゴは同社の販売

額の約１２％を占めている。同氏は、「すべての品種

で有機リンゴの需要が伸び続けているので、我々は

この需要に合わせて成長するように取り組んでいる。

慣行リンゴの品揃えと同様に、有機リンゴの品種がハ

ニークリスプ、ガラ、ふじに偏りがちである。適切な品

種の組合わせを店頭の棚に配置することが大切であ

り、有機リンゴへの様々な顧客ニーズに対応できるこ

とを誇りに思っている。バラ売りから様々な包装形態

やサイズまで、我々は店舗の棚に有機リンゴをフル

セットで並べることができる」と述べた。 

ハニーベア・マーケティング社では、米国内の有機

リンゴの果樹のうち２０２１年産から出荷が始まるもの

が多く、今年は有機リンゴの出荷量が増加する。ロー

バー氏によれば、同社は有機リンゴの各品種（ガラ、

ハニークリスプ、グラニースミス、ふじ、ピンクレディ、

コズミッククリスプ）を供給している。同氏は、「しかし、

一年中有機リンゴの需要があるので、我々は南北両

半球での事業によって一年中リンゴとセイヨウナシを

出荷するという解決策を提供する。冬と春において

は米国内からの出荷で堅調な供給ができ、夏の終わ

りには南半球での有機生産事業で需要を満たすこと

ができる」と語った。 

ワシントン州ウェナチー市のＣＭＩ果樹園のブランド

マネージャであるロシェル・ボーム氏によれば、同社

のリンゴ生産量全体の約１５％から２０％を有機リンゴ

が占めている。同氏は、「有機リンゴの需要は依然と

して高まり続けているが、ＣＭＩ社では幸運にも生産

者とオーナーグループがずっと前に有機リンゴの需

要の上昇傾向を予測していた。これにより、ＣＭＩ社

は消費者の有機リンゴの需要を十分にカバーできる

立場に立つことができた。コロナ禍の中での購入習

慣は有機リンゴの購入を加速させ、消費者は、風味

のよい特別な有機リンゴなどの有機農産物の選択肢

を求めている」と述べた。 

トム・カースト 

２．米国の有機青果物の売上高は２０２１年に９０億

ドルを超過 Ｔｈｅ Ｐａｃｋｅｒ（２０２２年１月２８日、一

部抜粋） 

有機農産物ネットワークとカテゴリー・パートナーズ

社が２８日に発表した２０２１年有機農産物実績報告

書によると、２０２１年の有機青果物の販売額は   

５.５％増加し、初めて９０億ドルを突破し、販売額と

販売量の両方の前年比成長率が慣行栽培の青果

物を上回った。 

２０２１年に外食サービスが復活したが、小売店舗

の有機青果物の販売額と販売量は、同年の４つの

四半期すべてで前年比プラスの成長を示した。２０２１

年の有機青果物の販売総額は９２億ドルで、前年と比

較して４億７,７００万ドル増加した。有機生鮮ベリー類

(イチゴ、ブルーベリー、ラズベリー、ブラックベリー等)

は、２０２１年に販売額が対前年比で１４％、販売量が

同１０％増加した。 

パックされたサラダ、ベリー類、リンゴの３品目は、  

２０２１年の有機青果物の販売額の伸び（対前年）の３

分の２を占めている。有機ベリー類が前年比で大幅に

増加したが、販売額で第１位となったのは今年もパッ

クされたサラダで、１５億ドルを突破した。 

２０２１年のパックされたサラダの価格は、慣行栽培

品に比べて１ポンド当たり３.１１ドル高く、有機青果物

としてのプレミアムが依然として大きかった。有機ベリ

ー類もまた、ブラックベリー(同３.０１ドル)、ブルーベリ

ー(同２.１８ドル)、ラズベリー(同２.１８ドル)と大幅な価

格差を示した。一方、有機バナナは、同０.１５ドルと引

き続き価格差が小さかった。（１ドル／ポンド≒２５円

／１００ｇ＝２５０円／ｋｇ） 

カテゴリー・パートナーズ社のスティーブ・ルッツ開

発担当上級副社長は、「有機青果物と慣行栽培品の

単位重量当たりの平均小売価格にはまだ差がある

が、昨年の両方の価格の上がり方は驚くほど似かよっ

ていた。慣行栽培品の平均小売価格は１ポンド当たり

０.０８ドル増の１.５７ドル／ポンドであったのに対して、

有機青果物は０.０９４ドル増の２.９７ドルであった。確

かに有機青果物の増加率は小さかったが、両方の増

加額は非常に近かった」と述べた。 

２０２１年の有機青果物の販売総量は前年比２％増

加し、慣行栽培品の３.３％の減少と比べて大幅に良

好な数字であった。有機バナナは、２０２１年に５億 

４,７００万ポンド（２４万８千トン）が販売され、引き続き

最も流通量の多い品目で、またこれは前年比３.４％

の緩やかな増加であった。 

有機農産物ネットワークのマット・シーリー代表は、

「消費者のスーパーマーケットでの食品購入を見る

と、２０２０年にはコロナ禍に触発された購買行動の変

化が見られたが、この１年間は明らかに従来型の購入

傾向をより強く反映している。同時に、有機農産物に

移行する長期的な傾向の一環として、有機青果物は

多くの品目で堅調な成長を続けており、ひいては有

機農産物の市場シェアが拡大している」と語った。 

ベリー類、スイカ、カンキツ類の３品目が、２０２１年

の有機青果物の総量の増加を牽引した。一方、ジャ

ガイモ、ニンジン等、有機青果物の一部の主要品目

は、前年比で販売量が減少した。２０２１年の有機ニン

ジンの販売量は４.４％減少し、有機青果物の販売額

上位１０品目の中で唯一、販売額が前年比で２年連

続減少した（２０２０年、１.３％減少)。 

ルッツ氏は、「２０２１年の有機青果物の販売額は増

加率が予想を少し下回ったものの、我々が有機青果

物に期待してきた従来からの長期的な増加傾向に沿

っている。外食サービス部門が再開したので、消費者
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ある。ニュージーランド産の素晴らしいリンゴを輸出し

ている地域の経済に投資できることを嬉しく思う」と語

った。 

リンゴ品種類型の最新のデータによると、ハニークリ

スプは米国のリンゴ販売額の３０％以上を占め、中西

部では４１％を占めている。 

ボーン氏は、「ほとんどの米国の小売業者は、ハニ

ークリスプがこれら小売業者の最大の売れ筋であり、

他のほとんどのリンゴ品種を上回っていることを報告し

ている。米国では非常に人気のあるリンゴで、その人

気は高まり続けている」と指摘した。 

ボストック氏は、同社の顧客の多くはすでにニュージ

ーランド産有機リンゴを少量受け取っており、その果

実の品質に自信を持っていると語る。サザン・ハニー

クリスプ・ニュージーランド社のリンゴは、気候が比較

的冷涼なニュージーランドの南島で栽培されている。 

同氏は、「当社の果樹園は技術力が高く、有機リン

ゴの栽培方法を熟知している技術管理者が在席して

おり、高品質でプレミアムな果実を提供している。（仕

入れ担当にとって）『ワンストップショップ』であることで

物流が合理化されるので、これはニュージーランド産

の有機リンゴを購入する顧客にとって良いことである」

と述べた。 

ボストック・ニュージーランド社は２０１８年に、ジョデ

ィ・カークナー氏が率いるオフィスを北米に設立し、米

国とカナダの顧客に直接、有機リンゴを販売・配送し

ている。 

カークナー氏は、「ハニークリスプによって米国の消

費者向けの当社の品揃えが完璧なものとなる。ボスト

ック・ニュージーランド社が顧客の輸入ニーズに応え

る全ての品種を提供できることは本当にエキサイティ

ングである」と述べた。 

同社は現在、米国のスーパーマーケットにおいてそ

の品質と鮮度によって有力な消費者向けブランドを有

している。同社は、米国の消費者向けにリンゴの新し

い品揃えを開発しており、ハニークリプスは、この品揃

えに追加される。同社は、４月から９月まで新鮮な有

機リンゴを提供するために、北米に専任チームを置い

ている。 

 

イイススララエエルルのの果果樹樹機機械械メメーーカカーー、、リリンンゴゴののロロボボッットト収収穫穫にに向向けけてて前前進進

２２００２２２２年年 月月１１５５日日
 

上に設置されている。改良試験のための技術チーム

は到着したが、サプライチェーンの混乱によりディー

ゼルモーターとその他の主要部品の入荷が遅れた。

技術チームは、通常はビンを置くことになる場所に発

電機を乗せ、その他いくつかの回避策を講じたが、予

定していた大規模収穫試験を実施するには障害が多

かった。 

それでも、カハニ氏は「今年の進歩は劇的だ」と語っ

た。すなわち、収穫速度の向上、枝やトレリスへの被

害の低減、部品の耐久性の向上、列間の差が１メート

は食事の一部をそちらに戻し始めた。２０２１年の最終

結果は、多くの品目（特に野菜）で、２０２０年と比べて

成長が弱かったということだ」と述べた。 

２０２１年の有機青果物の販売額は、米国の４つの

地域区分のすべてで１桁台の緩やかな成長を示し

た。その中で、南部が最も伸びが大きく、有機青果物

の販売量は４.３％、販売額は７.６％増加した。西部で

は、販売量は横ばいであったが、販売額は前年比 

３.６％の伸びを示した。 

有機青果物の販売額は、２０２１年の第４四半期に

は２７億ドルを突破して前年同期比４.９％増となり、 

８期連続の増加を達成した。有機ベリー類は３億  

３,３００万ドルを超える売上を誇り、販売額で対前年

同期比２２％増、販売量で同１９％増となり、販売額と

販売量の両方で成長をリードした。 

２０２１年有機農産物実績報告書は、２０２１年１月か

ら１２月までの米国の食品販売総額をカバーするニー

ルセン社の小売データを用いている。 

３．ニュージーランドで米国市場向けの有機リンゴ生

産への投資拡大 ＦｒｅｓｈＰｌａｚａ（２０２２年１月１２日、

一部抜粋） 

新しいベンチャーであるサザン・ハニークリスプ・ニ

ュージーランド株式会社は、ニュージーランド南島に

５つの有機リンゴ（ハニークリスプ）果樹園を購入した。

ボストック・ニュージーランド社のオーナーであるジョ

ン・ボストック氏は、同社がミルフォード・プライベート・

エクイティ投資会社と提携してサザン・ハニークリス

プ・ニュージーランド社に投資することを嬉しく思って

いると語る。 

ボストック氏は、「米国の顧客は、増加する需要に応

えるニュージーランド産有機ハニークリスプを求め続

けてきた。ニュージーランドから購入することで、年間

を通して新鮮な有機リンゴの供給を確保できる」と述

べた。 

ミルフォード社のブルック・ボーン氏は、「これは、ニ

ュージーランドのトップクラスの園芸会社の一社と提

携し、園芸部門に質の高い投資を行うもので、弊社の

顧客である投資家にとってエキサイティングな機会で

イスラエルのＦＦ Ｒｏｂｏｔｉｃｓ社によるワシントン州リン

ゴ園でのロボット収穫の試験は、新型コロナウイルス

の影響で２０２２年には実施できなかった。２０２１年に

なって同社と協力者たちは実用化に向けて大きな期

待を抱いた。同社の最高責任者であるカハニ氏によ

ると、収穫ロボットに行った最近の改良点としては、

様々な列幅に調整できる両側それぞれ６本の収穫ハ

ンドが特徴としてあげられる。この装置はビン（収穫し

た果実を入れる大型の容器）の積載と荷下ろしが可

能なＡｕｔｏｍａｔｅｄ Ａｇ Ｓｙｓｔｅｍｓ社製の作業台車の
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ル以内であれば調整できる機能の実装が実現した。

ロボットアームに関しては、２つの収穫動作、ひねり収

穫と引きもぎ収穫について、リンゴの各品種に対して

どちらの方法がよいか試験を進めている。 

同社はワシントン州果樹研究委員会からの支援を

受け、Ａｕｔｏｍａｔｅｄ ＡＧ社と自動水平台車で、ＭＡＦ 

Ｒｏｄａ社とビン収納技術で連携している。また、ワシン

トン州立大学の研究者とせん定、摘果にもロボットを

利用できるように共同研究を行っている。 

カハニ氏は、収穫技術の機械部分はほぼ完成して

いると判断している。それでも同社はより効率的でより

丁寧な収穫に向けてアルゴリズムの改善を続けてい

る。収穫ロボットはＡＩを使い、果実を認識・収穫しなが

ら、成功か失敗かを学んでいくという。 

本誌は、Ｃｏｌｕｍｂｉａ Ｆｒｕｉｔ Ｐａｃｋｅｒｓ社が所有する

ワシントン州エフラタのカンジ品種の果樹園でのロボ

ット収穫作業を見学した。収穫ロボットは、連続的に

移動しながら収穫するのではなく、両側それぞれ   

３～４本の果樹を収穫するように位置を決めて停止し

てから収穫を行う。そこでの収穫には数分かかり、そ

の後、次の位置に移動する（写真参照）。 

部品の問題や入荷の遅れにもかかわらず、「ロボッ

ト収穫技術が身近になってきているようだ」と同果樹

園の管理責任者であるウェルシュ氏は語った。 

今シーズン、ロボット収穫したカンジ品種の果樹園

は、平面的樹形ではないが、機械収穫に比較的適す

るような樹形になっている。幹やトレリスのワイヤーに

よりロボットアームが果実に届くのを邪魔されることが

いつも問題になるが、「そうした樹形でも障害の多くに

対処できていることは前向きに考えてよさそうだ」とウ

ェルシュ氏は語った。 

カハニ氏によれば、収穫ロボットは、樹上の果実の

約８０％を収穫した。残した果実は、小玉果、未熟

果、枝やワイヤーで邪魔された果実である。決して  

１００％収穫できるようにはならな

い。 

ウェルシュ氏は「我々は工場内に

いるわけではない。改善はできるが

すべての問題を解決することはで

きない。収穫ロボットは、どこにワイ

ヤーや枝があるか判断でき、最善

の収穫方法を見出そうとする。危険

と判断すれば、収穫しようとはしな

い」と語った。 

同氏によると、収穫ロボットがずっ

と直面している課題の一つは、短

果枝を付けたまま果実を収穫する

ことだという。もちろん、そうしたこと

は時には起こる 。しかし 、 Ｆ Ｆ     

Ｒｏｂｏｔｉｃｓ社がそのような収穫を少

なくするためにアルゴリズムの改良

を続けていってくれることを同氏は

望んでいる。 

 

果実の品質については、収穫ロボットにいくつか技

術的問題があり選果ラインに流すのに十分な量の果

実を収穫できず、品質データを取得できなかったとい

う。 

発電機を利用したことで、時々ビン配送ステムが停

止した。それにより１時間当たり収穫量のデータを取

得できなかった。しかし、カハニ氏は、収穫ロボットは 

１時間で数ビン（収穫容器）の速度でまる１日収穫でき

ると考えている。 

同氏は、「収穫ロボットの経済的に意味のある利用

場面はどこか明確にする必要がある」と述べた。 

もう一つ別の変更は、ビジネスモデルだ。カハニ氏

は、以前は収穫ロボットを生産者に販売する計画だっ

た。しかし、今では、利用者は収穫容器数に応じて料

金を支払うという収穫サービス型モデルを採用するつ

もりだ。 

２０２２年の収穫では、同社は、限られた数（現状 2台

で、１台はイスラエルで使用）の収穫ロボットで、数人

の生産者に対して限られた規模で商用の収穫を行え

ればと考えている。そこでは、数百ビンの収穫を行い、

果実品質データを収集し、ロボット収穫技術運用の経

済性をさらに明確にすることとしている。 

さらに先を見据え、カハニ氏は、ロボット収穫ですで

に収集できるデータを活用することで、生産者にどの

ように付加価値をもたらせるか明らかにしたいと考えて

いる。もちろん、樹ごとの画像データにより着果量がわ

かるが、今後はさらに、どのせん定法が障害を少なく

でき、より効率的に収穫できるかがわかる。いずれは、

ロボットアームのハンド部分をせん定や摘花用のツー

ルに取り換えて、年中、活用できる機械にしたいとい

う。同氏は、「せん定と摘花を正しくできれば、収穫も

非常にうまくいくことになる」と語った。 

ケイト・プレンガマン、ＴＪマリナックス 

 

写真： 以前より小型化され、ビンへの果実供給システム、ビン移動機構

とともに自動水平台車に搭載されたＦＦ Ｒｏｂｏｔｉｃｓ社の収穫機械。技

術者が立っているところの上に選果システムを設置可能。 
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など海外県の産物もそれぞれ業際組織を設置してい

る。 

ＩＮＴＥＲＦＥＬ 

フランスの農業業際組織には、食肉のＩｎｔｅｒｂｅｖ＊

や、穀物のＩｎｔｅｒｃéｒéａｌｅｓ＊などがあるが、生鮮果実・

野菜についてはＩＮＴＥＲＦＥＬ＊がある。生鮮果実・野

菜の関連業者団体を集めていて、ワイン用ブドウや加

工用青果物はＩＮＴＥＲＦＥＬの対象外である。加工目

的の果実・野菜については加工果実・野菜業際組織 

（ＡＮＩＦＥＬＴ＊）がある。なお、フランスではジャガイモ

は主食に近いためか、特別扱いされていて、ジャガイ

モだけの業際組織（ＣＮＩＰＴ＊）を作っている。（＊印の

組織はいずれも政府認定組織。政府認定の意味は後

述参照。） 

ＩＮＴＥＲＦＥＬは１９７６年に設立され、次の団体をメン

バーとしている。すなわち、ＦＮＰＦ（全国果実生産者連

盟）、Ｌéｇｕｍｅｓ ｄｅ Ｆｒａｎｃｅ（全国野菜生産者連盟）、

Ｆｅｌｃｏｏｐ（生鮮および加工用果実・野菜、ジャガイモ、

園芸の生産者の農業組合連盟）、ＧＥＦｅＬ（上質果実・

野菜の経済管理団体＝生産者組織ＯＰを集合）、   

Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎ Ｒｕｒａｌｅ（農村連携）やＣｏｎｆéｄéｒａｔｉｏｎ 

Ｐａｙｓａｎｎｅ（農民総連盟）などの生産者の団体と、   

ＡＮＥＥＦＥＬ（全国果実・野菜出荷業者・輸出業者協

会）、ＵＮＣＧＦＬ（全国果実・野菜卸売り業者連合）、 

Ｓａｖｅｕｒｓ Ｃｏｍｍｅｒｃｅ（青果物専門小売店の団体）、

ＦＣＤ（直営量販店の団体）、ＦＣＡ（フランチャイズ量販

店の団体）、ＣＳＩＦ（生鮮果実・野菜輸入業者組合）、 

ＳＮＩＦＥＬ（全国果実・野菜輸出入業者組合）や給食セ

ンターの団体（Ｒｅｓｔａｕ’ＣｏおよびＳＮＲＣ）である。 

なお、ＦＮＰＦとＬéｇｕｍｅｓ ｄｅ Ｆｒａｎｃｅはフランスの

最大手の農業生産者団体であるＦＮＳＥＡ（全国農業

経営者組合連盟）を構成する産物別の組織である。農

村連携や農民総連盟はＦＮＳＥＡとは政治色の異なる

農業経営者団体で、規模が小さいため、青果物だけの

部門を組織として設置していない。 

協定の拡大適用 

業際組織は同じ品目（もしくは品目グループ）に関し

て一つしか設置することが認められていない。民法に

基づく組織であるが、構成メンバーである加入組織が

一致して要請し、政府が同意した場合、認定をうけるこ

とができる。認定には業際組織がその業界で十分に代

表性を持っていることが重要である。認定を受けた業

際組織は大きな影響力を持つ。業際組織内で合意に

至り、政府の同意を得た協定を、業際組織のメンバー

である団体に加入していない農家や出荷業者など、同

じ品目を扱う個々の事業体に拡大適用できるからであ

る。例えば、販売に供されるリンゴの最低重量（９０ｇ、

フランスの農業を語る時に業際組織という言葉がよ

く使われる。日本ではあまり馴染みのない組織なの

で、今回はその紹介をしたい。 

特定の農産物が消費されるまでに生産者、出荷業

者、卸売業者、加工業者、量販店、輸出入業者な

ど、さまざまな業者が関わってくるが、多くの場合、そ

れぞれの段階で同業者が団体を作っている。生産

者や事業体がこれらの団体へ加入するのは任意で

ある。同じ業種の団体が複数ある場合もある。そうし

た同じ産物（品目）あるいは産物グループを扱う異な

る業種の団体が集合したものが業際組織である。 

該当する産物が直面する問題について業種を超

えて、集団的に解決しようとする民間組織で、生産者

と量販店など取引の力関係の均衡が偏っている場

合に話し合いの場となり、また、消費を促す方法を、

違う業種の様々な観点から一緒に考えていく場でも

ある。行政へ働きかける一方で、各段階での取引が

ＥＵや国の規則に沿い、かつ公正に行われるように、

売買契約書の雛型を作ったり、供給を需要に合わ

せ、取引の透明性を高めるために、対象品目につい

ての統計をまとめるような事業も行なっている。その

他、その品目の潜在力を伸ばす研究などの指針を

出したり、研究機関に研究を依頼することもある。 

フランスの農業業際組織の歴史は古く、砂糖の業

際組織がナポレオンの時代に作られた。農業ではな

いが牡蠣については１８５０年代に、ワインは１９３５年

に作られた。また、シャンパンについては１９４１年

に、ボルドーワインは１９４８年に作られている。現在

の業際組織の多くは１９６０年代以降に設立され、  

１９７５年の農業方向付け法で位置付けが明確にさ

れた。 

２０１３年には、ＥＵの農業共通市場組織（CMO）に

関する規則で、ＥＵの業際組織の認定についての枠

組みが明確になり、ＥＵの他の国でも業際組織が認

定されるようになった。現在ＥＵには１２３の認定を受

けた業際組織がある。そのうち６３はフランスの組織

である。残りの６０はスペイン（２７）、ギリシャ（７）、オラ

ンダ（７）、ハンガリー（６）などのものである。 

フランスの業際組織の数が多いのは、地域により特

徴が異なるワイン（原産地呼称統制=ＡＯＣや、地理

表示のもの）がそれぞれ業際組織を設立していること

も影響している。ワイン部門はフランスの農業の中で

も、農家の組織化が最も早かったという事情も業際

組織の数の多さに関係がありそうだ。アルザスワイ

ン、ボルドーワイン、シャンパーニュ（シャンパン）など

それぞれの業際組織があり、そのほかにＡＯＣや地

理表示のないワインを扱う全国ワイン業際組織  

（ＡＮＩＶＩＮ）もある。また、バナナ、ラム酒、きび砂糖

フフラランンスス：：農農業業分分野野のの業業際際組組織織

フフラランンスス現現地地情情報報調調査査員員 ジジャャンンルルイイ・・ララリリュュ
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な市場は中国とマレーシアである。２０２１年にタイは 

２９,７８２トン、およそ９億３００万バーツのポメロを輸出

している。 

農業局、植物検疫研究・開発室、植物検疫研究グ

ループ、リーダーのチョンティチャー・ラックライ氏によ

ると、ＡＰＨＩＳからの通知には、現在行われている照

射処理プログラムにポメロを追加し、輸出業者はデー

タを開示し、輸入許可発行の審査のため、事前検疫

審査諮問グループの評価を受ける必要があるとのこと

であった。現段階では、２０２２年の８月にはタイ産生

鮮ポメロの最初のロットを米国に輸出することが可能

だと見込んでいる。 

生鮮ポメロを米国に輸出するには、ＧＡＰ認定を取

得している生産地のポメロで、集荷・梱包場について

もＧＭＰ認定を取得していなければならない。また、輸

出業者は輸出前照射処理検査プロジェクトに登録し、

ポメロのミバエを駆除するために４００ Ｇｙの照射処理

を行う必要がある。照射処理は輸出前にタイ側で行う

か輸入時に米国側で行うことも可能である。輸入時に

照射処理を行う場合は植物検疫証明書が必要ない

が、輸入される全ロットが検査される必要がある。タイ

産ポメロは商業用のみに輸出されることが可能となっ

ている。 

２０２２年２月の為替は１バーツ＝約３.５３円 

 

「輸出許可申請から１５年、米国がタイ産ポメロの輸

入にゴーサイン」（２０２２年２月２日付け「プラチャーチ

ャート・トゥラキット」紙より） 

農業局局長のピチェート・ウィリヤパーハ氏は、タイ

産生鮮ポメロについて、米国の提示する輸入条件を

満たしており、かつ輸出業者がタイ農業局の輸出前

照射処理検査プロジェクトに登録することを条件に米

国への輸入を許可するという朗報を在タイ米国農務

省動植物検疫局(ＡＰＨＩＳ)から受けたと発表した。 

２００６年に照射処理済み果実の輸出を米国に提案

して以来、２０１４年にマンゴー、マンゴスチン、ランブ

ータン、リュウガン、ライチ、パインアップル、ドラゴンフ

ルーツの 7種類が許可されたが、ポメロについては許

可が下りなかった。しかし今回、提案から１５年でポメ

ロの輸出が許可された。 

タイには、南部ナコンシータマラート県で栽培されて

いる、果皮が薄く、果肉が濃いピンク色のタプティム品

種や中部チャイナート県で栽培されている果肉が白

っぽいカオテンクワ品種、ナコンパトム県やサムットサ

ーコン県、ラチャブリ県で栽培されているトーンディー

品種など、およそ３０品種以上のポメロが栽培されて

おり、他国のポメロとは異なり、色も味覚もバリエーショ

ンが多く、米国の消費者からの良い反応が期待され

ている。また、長期間保存することが可能なため、航

空便および船便の両方での輸送に適している。 

現在、タイは２９カ国にポメロを輸出しており、その主

ただし果汁の屈折率が１０.５Ｂｒｉｘ以上であれば７０ｇ

でも良い）や重量別の分類、収穫や販売の開始時期

などの規定が業際組織で合意に至り、行政の同意を

得ると業際協定となり、該当産物を扱うすべての生産

者・事業者がこれに従わなくてはならなくなる。業際

組織のメンバーである団体に加入しているか、いない

かにかかわらない。つまり、業際協定は法律に準ずる

強制力を持つ。多くの果実について、サイズ（あるい

は重量）、収穫や販売の開始時期、農薬の使用方法

などが業際協定で決められている。会費についても、

行政が正当性を認めた場合は、該当産物を扱うすべ

ての事業者に支払いの義務が生じる。 

このような強制力を持つ業際協定を通じてフランス

の農業業際組織は、フランスの農・食品業界に重要

な役割を果たし、また品質向上に貢献してきたと言わ

れている。 

青果物の品目の業際組織 

ＩＮＴＥＲＦＥＬは生鮮青果物の総合的な業際組織で

あるが、例えばキウイフルーツのＢＩＫ（キウイフルーツ

業際事務局）のように、特定品目だけの業際組織もあ

る。ＢＩＫの場合、生産者、農協、出荷業者の３部門の

団体が構成し、生産者の６５％が加入しているが、政

府から業際組織の認定は受けていない。ＢＩＫの活動

は、①仏産キウイフルーツの認知度を国内外で高め

る、②フランスにおけるキウイフルーツの栽培を促進す

る、③仏産を保護する、④仏産キウイフルーツの統計

を作る、⑤品質向上のための規格を練る、⑥他のキウ

イフルーツ生産国の団体と交流する とあ り 、       

ＩＮＴＥＲＦＥＬの活動と重なる。 

ＢＩＫはＩＮＴＥＲＦＥＬの下部組織とは見なされていな

いが、役員などを通して強力な関係がありそうである。

キウイフルーツの収穫時期やサイズなどについての協

定はＩＮＴＥＲＦＥＬが正式に発表しているものの、恐ら

くそうした規格や統計などはＢＩＫが基本的な作業をし

て、ＩＮＴＥＲＦＥＬに提供していると思われる。リンゴ、モ

モなどについても品目別に業際組織がありそうである

が、生産者組織が強いためか、あまり話題にならな

い。 

なお、認定業際組織に関する法律は、ＥＵについて

は、欧州議会および欧州理事会の農産物共通市場組

織に関する規則 Règlement(UE) no 1308/2013（157, 

158, 159, 162, 163条）、フランスについては農事法典

L632-1条以降に記されている。 

 

タタイイ：：米米国国向向けけポポメメロロ輸輸出出にに朗朗報報

タタイイ現現地地情情報報調調査査員員 坂坂下下 鮎鮎美美
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１１．．フフィィリリピピンン政政府府はは価価値値のの高高いいババナナナナととパパイインンアアッッ

ププルルのの輸輸出出をを支支援援 ＡＳＩＡＦＲＵＩＴ（２０２２年１月１２

日） 

 

フィリピン統計局によると、同国産バナナの輸出額

は、２０１９年に１９億５千万米ドル、２０２０年には１６億

４千万米ドルに達し、２０２１年１月から１０月の期間に

は約９億２千万米ドルであった。パインアップル製品

(缶詰、ジュース、濃縮果汁)の２０２１年１月から１０月

の輸出額は、３億米ドル以上となった。 

これらの果実の重要性を考慮して、フィリピン農業

省は、これらの産業に対するさらなる投資と支援を約

束した。また同省は、他の伝統的または新興の高価

値作物の輸出の可能性を強調し、業界間で知識を共

有する好機であると述べた。 

フィリピン農業省のウィリアム・ダル長官は、「我が国

は、バナナとパインアップルの比較優位性を享受して

おり、このため、当省では高価値作物開発プログラム

（ＨＶＣＤＰ）を通じて、価値の高い作物部門の振興に

投資している。価値の高い作物が、農業バリューチェ

ーン内の農業者とその家族、起業家とその他の関係

者に持続可能な収入を提供することができることは間

違いない」と述べた。 

 

ダル長官は、最近、日本がフィリピン産バナナの全

量検疫検査手続きを解除＊したことに言及し、日本市

場での成長の好機を指摘した。現在、フィリピン企業

８２社が植物衛生要件に対して遵守の水準が高いこ

とから全量検疫検査を免除されている。 
＊注：長官の発言のまま。実際の検疫検査は全ロットが検査

対象で、各ロットから規定に基づいて抽出検査を実施。 

同長官によれば、ＨＶＣＤＰや農業省のその他の機

関は、他の潜在的な輸出市場を開拓し、より革新的

で魅力的なパッケージングとマーケティングの戦略を

策定するために、民間部門、果実・野菜の業界団体、

農業者グループとのパートナーシップを強化すること

に積極的である。 

リアム・オキャラハン 

２２．．メメキキシシココののベベリリーー類類産産業業  ２２００２２２２年年にに大大幅幅にに成成長長  

ＦｒｅｓｈＦｒｕｉｔＰｏｔａｌ（２０２２年１月１４日） 

Ａｇｒｏｂｅｒｉｃｈｔｅｎ Ｂｕｉｔｅｎｌａｎｄ＊の調査によると、メ

キシコのベリー類産業は２０２２年に８～１０％の成長

を見込んでいる。 
＊オランダ政府の農業担当官の世界的ネットワークで８０カ

国の農業関連のニュース、イベント等の情報を毎日提供し

ている。 

この部門は近年大幅に成長しており、２０２２年も引

き続き成長する見込みである。 

メキシコのベリー類は、ビール、アボカドに次いで  

３番目に重要な農業輸出品目であり、ベリー類の輸出

の半分は、ハリスコ州からのものである。 

過去１０年間で、イチゴ、ブルーベリー、ラズベリー

の生産量は、２０１１年の２５万７千トンから２０２０年に

は７５万４千トンと３倍になった。 

メキシコのベリー類輸出額は、２０１１年の５億１,６００

万米ドルから２０２０年には２４億米ドルと５倍に増加し

た。 

ラズベリーの輸出は、２０１１年の１億８千万米ドルか

ら２０２０年には１１億米ドルと特に急速に増加した。全

国ベリー類輸出協会は、２０２２年にはラズベリーの輸

出額が３０億米ドルを超えると予想している。 

ベリー類はメキシコの３２州のうち２２州で栽培されて

おり、主産地はミチョアカン州、ハリスコ州、グアナファ

ト州、シナロア州、バハカリフォルニア州である。 

ハリスコ州には約１万ヘクタールのベリー農場があ

り、輸出量全体の５０％を占めている。同州では栽培

技術を駆使しており、生産者のヘクタール当たりの収

量は高い。 

この種の農業はまた多くの雇用を生み出し、約７２

万人がこの分野で働いている。これらの雇用のうち  

６万人から７万人はハリスコ州のものである。 

ベリー類部門の成長に関しては、十分な労働者の

確保と世界的な物流問題が最も大きな課題である。 

３３．．カカリリフフォォルルニニアアのの生生食食用用ブブドドウウ生生産産者者  機機械械化化・・自自

動動化化をを促促進進  Ｔｈｅ Ｐａｃｋｅｒ（２０２２年１月１０日） 

カリフォルニア生食用ブドウ委員会（ＣＴＧＣ）のプレ

スリリースによると、カリフォルニア州の生食用ブドウ生

産者は、同委員会の下で共同して、コストの削減と作

業効率の向上を目標に、作業の機械化・自動化を進

めている。 

同委員会によれば、委員会の優先事項の一つは、

作業の動きを最小限に抑え、生産を最大化することで

ある。収穫作業に関して行われた所要時間と動線に

関する研究は、収穫と収納の作業においてどの場面

でどの程度の時間を費やすのかを生食用ブドウ業界

関係者が理解するのに役立った。 

所要時間と動線に関する２回目の研究が施設内で

の梱包作業に関して実施され、まもなく完結するとこ

ろである。研究の目標は、梱包に関わる労働力が各

トトピピッッククスス 

フィリピン農業省は、同国の最も重要な輸出品であ

るバナナとパインアップルの生産を持続的に増やす

計画の概略を説明した。 

同長官によれば、同省は今年も、丈夫でよく育ち回

復力があり、かつ適切な市場が存在し、結果として収

益性の高くなる農作物の栽培により多くの農家が移

行するように奨励した。この施策は、農業者に生産支

援を与えるばかりでなく、収穫後処理の設備とフィリピ

ンの農産品や水産品のグローバルな競争力を高める

高付加価値化のメカニズムを提供する。さらに、バナ

ナの主要輸出国としての地位を維持するために「パ

ナマ病」を封じ込め、パインアップルの市場をさらに

開拓し、民間部門や農業者グループと連携して、マ

ンゴー、カカオ、コーヒー、ゴム、オクラなど輸出できる

可能性の高い作物の振興に向けた取り組みを強化

する。 



８ ■2021 年 2 月発行 第 66 号  海外果樹農業ニュースレター 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本誌についてのご質問、

ご意見、お気づきの点が

ある場合、転載を希望す

る場合は、上記にご一報

願います。

より一層有益な情報発

信に努めて参ります。

  

 

編編集集・・発発行行所所

公公益益財財団団法法人人 中中央央果果実実協協会会  
〒〒

東東京京都都港港区区赤赤坂坂

三三会会堂堂ビビルル 階階 

  電電話話   

  FAX     

編編集集・・発発行行人人
今今井井 良良伸伸

印印刷刷・・製製本本

有有 曙曙光光印印刷刷 
 

 
 

（（公公財財））中中央央果果実実協協会会

 
 

 

 
毎毎日日くくだだもものの ググララムム運運動動

当当協協会会のの ササイイトト

 
 

本本誌誌のの翻翻訳訳責責任任はは、、（（公公財財））

中中央央果果実実協協会会ににあありり、、翻翻訳訳

にに関関ししてて、、 

The Packer  
FreshPlaza 
Good Fruit Grower 
ASIAFRUIT 
FreshFruitPortal 
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作業や施設間でどのように分配され

ているかを理解し、機械化と自動化

の可能な領域を特定することであ

る。 

同委員会のもう一つの優先事項

は、生食用ブドウの収穫作業を自動

化することである。この試験は、収穫

したばかりの生食用ブドウの園内で

の移動を支援する自律移動カートを

使用して行われている。 

カートに搭載するその他の機能と

して、センサーを使用して熟したブド

ウを検出し、ロボット工学を使用して

果実を損傷することなくブドウの房を

収穫すること等が試験されている。ま

た、房数及び粒の色と大きさの計測

や遠隔モニタリングによって作柄の

推計とマッピングを行い水利用効率

の向上を図るなどの分野についても

研究開発が進められている。 

さらに、同委員会は、バッテリー駆

動の手持ち式剪定装置や、ブドウ棚

で使用されるトラクター装着型の剪

定装置など、ブドウ園での剪定効率

を向上させるための機械・装置を研

究している。最近、生食用ブドウの

機械剪定に利用できる包括的な機

器と技術に関する関連製品のレビュ

ーを完了した。 

同委員会は、害虫や病気の検出

や現場での治療、自動化された生

産と梱包の指針、自動化と機械化を

容易にするための新しいブドウ園イ

ンフラなど、他の分野の技術革新も

検討している。 

エド・ボリング 

４４．．オオーースストトララリリアア産産アアボボカカドド  日日本本

市市場場ででのの成成長長にに一一歩歩踏踏みみ出出すす  

ＦｒｅｓｈＰｌａｚａ（２０２２年２月３日、一

部抜粋） 

オーストラリア最大のアボカド業界

団体は、先月東京で開催された展

示会を受けて、生産者にとって日本

市場でのチャンスが増していると確

信している。 

西オーストラリア州と南オーストラリ

ア州リバーランド地域の生産者らは

２０１８年から日本市場へのアクセス

を獲得している。オーストラリア・アボ

カド協会のジョン・ティアス代表は、

今シーズンは生産量の増加も輸出

増につながったと述べた。 

同氏は、「日本はアジア最大のア

ボカド市場なので、（展示会は）本

格的に市場を構築する上で良い機

会であった。日本市場にはオースト

ラリア産アボカドが参入するチャン

スがあると考えているが、市場シェ

アを築くという点ではまだ初期の段

階だ。我々は効果的な販売促進活

動を実施し、またこの貿易イベント

は西オーストラリア州政府がアボカ

ド協会及びホートイノベーション（非

営利業界団体）と連携して本当に

よくサポートしてくれた。我々は、時

間をかけて日本市場を構築してい

く計画だ」と言う。 

同氏はまた、オーストラリアは、日

本市場における同国産のアボカド

にとってのチャンスが何であるかに

ついて、ここしばらく調査を行って

いると付言し、「日本での販売を伸

ばすためには、高品質の産品を提

供するに際して、良いサービス、良

好なバックアップ体制、優れた営業

販売計画が伴うことが必要だ。日本

の一人当たりのアボカド消費量は

依然としてかなり少ないが、それで

も人口が多いためアジアで最大の

アボカド市場である。我々の調査に

よると、日本の消費者はオーストラリ

アに大変好感を持っているので、

オーストラリア的な価値観を踏まえ

て取り組んで行きたい」と述べた。 

オーストラリア・アボカド協会は、

他の州もできるだけ早く日本市場

へのアクセスを獲得することを望ん

でおり、政府の交渉が迅速に進む

ことを期待している。 

ティアス氏は、「アクセスの獲得手

続きを支援するための調査を行っ

たので、我々は中央政府が交渉を

進めるように圧力をかけている。総

合的な観点から我々は輸出市場の

成長を重視しており、市場アクセス

は我々にとって最大の課題であ

る。中国等の主要市場へのアクセ

スが獲得できておらず、日本につ

いても他の州ではまだアクセスが獲

得できていない。周年供給ができる

よう、オーストラリアの他の州の生産

者が日本へのアクセスを獲得でき

ることを願っている」と語った。 

 

マット・ラッセル 


